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検討会の背景と目的

背景

• 地方でのデジタル化が進まない要因として、大都市圏に比べ地方にはデジタル化へ対応
できる人材が少ないことが挙げられ、大都市圏に多く偏在する高度なデジタルスキルを
有する人材（以下、「高度デジタル人材」という。）からの支援を期待する声が多い。

• しかし、地方の中小企業等（以下、「地域中小企業」という。）と高度デジタル人材の
間には接点がほとんどなく、地域中小企業としては相談相手が見えない状況。一方、高
度デジタル人材の中には、副業・兼業を含む多様な働き方に対する意識の醸成が進み、
現場での実践経験が得られる機会を探索する人材が増加傾向である。

問題意識

• 外部人材活用に慣れている企業は、自社で必要とする人材の要件定義ができるが、本事
業の支援対象である地域中小企業では、デジタルによって解決すべき課題の特定や人材
要件の定義や難しいと思われる。

• そのため、地域中小企業における高度デジタル人材の活用を促進するためには、高度デ
ジタル人材とは「どのような人材」で「日頃どのような課題を扱っているか」など、人
材ごとに理解できる情報を整理し、提供することが重要となってくる。

検討会
の目的

•地方には少ない高度デジタル人材を地域の関係人口にし、高度デジタル人材が持続的に
地域中小企業を支援し続ける仕組み（エコシステム）について検討する。
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今年度、令和3年度戦略的基盤技術高度化・連携支援事業（高度デジタル人材による地域中小企業デジ
タル化支援可能性調査）では、地域中小企業と高度デジタル人材の出会いの場（ミートアップイベン
ト）を創出し、関係人口化を図った上で、現地視察（フィールドワークツアー）を行い、地域中小企業
と高度デジタル人材がデジタル技術を活用した新たなビジネスモデル案の作成を協働で行うプログラム
（以下、「ふるさとCo-LEAD」という。）を実施。

(Appendix) ふるさとCo-LEADの取組み
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現地訪問での度デジ
タル人材と地域中小
企業のマッチング
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今年度は、北海道北見市、三重県桑名市、沖縄県の３地域を実証フィールドとして、高度デジタル人材
16名が各地域の地域中小企業の支援を行っています。

(Appendix) 実証フィールド・人材の紹介

北海道北見市 三重県桑名市 沖縄県

地域の課題

北見市は第1次産業が基幹産業であ
り、産出額が高水準で維持されてい
る一方、就業人口が年々減少してい
るため、GPSや産業用ロボット等の
工学的支援へのニーズが高まってい
ます。また、厳しい自然環境から生
活インフラの効率的な維持管理など
が課題となっています。

桑名市は、3月24日に「ゼロカーボ
ンシティ宣言」を発出し、DX・
IoT・AIなどのデジタル技術を活用し
て、2050年ゼロカーボンシティの実
現を目指していますが、グリーン化
推進のために必要とされる、デジタ
ル化へ対応できる人材の不足が顕在
化しています。

新型コロナウイルス感染症の世界的
流行で国内外の移動が制限されたこ
とにより観光客が大幅に減少し、宿
泊施設や小売店の他、インバウンド
の誘客に貢献してきた大型クルーズ
船舶会社等、観光関連事業者は大き
なダメージを受けております。

プログラム
への期待

フィールドワークツアーでは、地域
特性を活かした事業を行っている地
元中小企業への視察訪問を通じて、
ICTの活用による地域課題の解決に
向けたマッチング支援を行います。
特に、「産学官連携による新分野で
の産業化」、「第一次産業の業務効
率化」、「実証フィールドの活用に
よる人材集積」の分野において、高
度デジタル人材の方々との連携を期
待しています。

フィールドワークツアーでは、高度
デジタル人材の方々が、桑名市を実
証実験のフィールドとして、知識や
スキル、アイデアを発揮できるよう
に支援体制を整えるとともに、その
能力を伸ばしていただけるよう環境
整備を図ります。
特に、「個別企業の課題解決」「地
域の魅力発信強化」「グリーン化」
の分野において、デジタルを活用し
た新たなビジネスモデル作成に期待
しています。

本プログラムでは、各事業者がポス
トコロナを見据え、デジタルを活用
した業務の効率化や新たなビジネス
モデルの検討などが図られるよう、
観光関連産業のさらなる活性化とＤ
Ｘの促進に向けた支援を期待してお
ります。

マッチング
した高度デ
ジタル人材
の所属

• ソフトバンクグループ㈱社長室
• ソフトバンク㈱ AI戦略室
• JBCC㈱ SI事業部(2名)
• LINE Fukuoka㈱ SmartCity戦略室
• ㈱大丸松阪屋百貨店 DX推進部

• Tech Do合同会社代表
• セレンディクス㈱ COO
• 大阪大学経済学研究科博士課程
• 他2名

• ソフトバンク㈱地域振興室
• NTTデータ㈱デジタルパートナー
事業部(2名)、情報ビジネス統括部

• フリーランス(AIエンジニア)
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北海道北見市では、地元の産業である一次産業に関連する５つの事業者の訪問・意見交換を実施しま
した。

(Appendix) フィールドワークツアーのご紹介① ー北海道北見市

1日目 2日目 3日目

AM
企業訪問②：桑原グループ 企業訪問⑤：個人農家

PM
オリエンテーション
企業訪問①：環境大善

企業訪問③：エースクリーン
地元施設見学：北見カーリングホール
企業訪問④：グリーンズ北見

企業への提案に向けた発表

サテライトオフィス北見でのオリエン 桑原電工の産業用ドローン 野々下さんの農場にある仕掛け罠

環境大善の生産施設 エースクリーンの生産施設 北見カーリングホール



7

三重県桑名市では、製造業やサービス業の５つの事業者の訪問・意見交換に加え、市長とのランチ
ミーティングで地域課題についての意見交換を実施しました。

1日目 2日目 3日目

AM
企業訪問②：三重精機
地元施設見学：はまぐりプラザ

企業訪問⑤：長島観光

PM

オリエンテーション
企業訪問①：総本家新之助貝新
地元施設見学：桑名市博物館
意見交換：歌行燈、大洋産業

企業訪問③：大洋産業
デジタル人材でのディスカッション
企業訪問④：長島観光（はなばの里）
意見交換：全社

企業訪問⑥：歌行燈
市長との意見交換
地元施設見学：七理の渡し、六華苑
企業への提案

桑名シティホテルでのオリエン 大洋産業の生産現場 六華苑の見学

総本家新之助貝新の店舗 桑名シティホテルでのディスカッション 桑名シティホテルでの企業への提案

(Appendix) フィールドワークツアーのご紹介② ー三重県桑名市
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沖縄県では、観光業に関連する３つの事業者の訪問・意見交換を実施しました。

1日目 2日目 3日目

AM 企業訪問①：シップスエージェンシー 企業説明：国際旅行社 デジタル人材でのディスカッション

PM 企業訪問②：ビオスの丘 企業説明：国際旅行社 企業への提案

シップスエージェンシーのEVバス 国際旅行社のオンラインツアー体験 沖縄県庁でのディスカッション

ビオスの丘の施設見学 国際旅行社との意見交換 沖縄県庁での企業への提案

(Appendix) フィールドワークツアーのご紹介③ ー沖縄県
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地域中小企業と高度デジタル人材のマッチングを行うためには、人材の需給と両者を仲介する３つの
機能が必要となります。それぞれの機能における課題から、全２回の検討会で議論する論点を①～⑥
まで設定しています。

本検討会の目指すべき姿と論点

高度デジタル人材の需要

地域中小企業

•送り出す人材の量と質の確保•仲介機能の仕組みが未確立
•Transformationに対応できる
人材不足

①Transformationをするために地域中小企業が必要とする人材とは

②企業・団体が継続的に高度デジタル人材を送り出すインセンティブとは

③高度デジタル人材にとってのインセンティブとは

④高度デジタル人材が仲介役や地域中小企業に求めることとは

⑤高度デジタル人材が持続的に地域中小企業を支援し続けられる仕組みを構築するに当たって必要な仲介機能（担い
手・仲介方法等）とは

⑥効率的にマッチングを行うために必要な情報とは

高度デジタル人材の供給

大企業

教育機関
（大学・高専等）

フリーランス

資格団体
（ ITコーディネータ協会等）

コミュニティ
（一般社団法人未踏等）

地域中小企業と高度デジタル人材の仲介

自治体

地域金融機関

よろず支援拠点

民間人材事業者

プロフェッショナル
人材拠点

商工会議所

地域企業
（コンサル等）

課題

論点

※本検討会で議論する『仲介機能』とは、「企業開拓」、「課題抽出」、「人材ニーズの具体化」、「人材の募集・選別」、「企業と
人材のマッチング」、「フォロー」といった各機能の総称を指す
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(Appendix) 地域中小企業支援事業① －内閣府「プロフェッショナル人材事業」

※ 内閣府資料より抜粋

◼ ４５道府県（東京都と沖縄県を除く）が「プロフェッショナル人材戦略拠点」を設置し、平成２８年１月から本格稼働。
潜在成長力ある地域企業に対し、経営戦略の策定支援とプロフェッショナル人材の活用支援活動を行う。

◼ 各拠点は、地域企業の経営者を対象に、成長戦略や人材戦略への関心を高めるセミナー等の活動を展開しつつ、成長が
期待される企業を個別に訪問。経営者に「攻めの経営」と新たな事業展開を促すとともに、企業の成長に必要なプロ人
材ニーズを明確に切り出し、優良な雇用機会として人材市場に発信する。

◼ 地域金融機関や各種支援機関等とも、有望企業の発掘や成長戦略の策定などで積極的に連携。人材ビジネス事業者とも
密接に連携しつつ、様々な形でプロ人材の還流実現に取り組む。

◼ 専門人材の常勤雇用だけでなく、東京圏などの都市部の大企業をはじめ、地域の幅広い企業に対し、副業・兼業を含め
た多様な形態での人材マッチングを進める。
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地域金融機関等が、地域企業の経営課題や人材ニーズを調査・分析し、地域金融機関等が職業紹介事
業者等と連携して行う人材マッチング事業(地域人材支援事業)を支援する補助事業。

(Appendix) 地域中小企業支援事業② －内閣府「先導的人材マッチング事業」

※ 内閣府資料より抜粋
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(Appendix) 地域中小企業支援事業③ －金融庁「地域企業経営人材マッチング
促進事業」

金融庁、REVICが協働し、大企業人材と地域企業のマッチング促進を行う新たな事業を創設。

※金融庁資料より抜粋
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(Appendix) 地域中小企業支援事業④ －中小企業庁「中核人材確保支援能力
向上事業」

※中小企業庁資料より抜粋

経営支援機関等が、中小企業に対して行う中核人材確保支援の能力向上を図る事業。省庁、経営支援
機関を横断した、地域での連携が求められる。
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中小企業へのAI導入促進
・中小企業とAI人材のマッチング、
・中小企業側での導入ナレッジの育成の実施

AI導入により飛躍的に生産性が向上する中小企業の課題と実装例の特定
例：製造業における不良品箇所自動検出、小売りにおける需要予測 etc.

人材コミュニティの形成
・外観検査等の型化された実装事例を学ぶ

PBL（Project Based Learning）

コミュニティでの
学び合い

受講・

連携

習得・
実績

課
題
・
デ
ー
タ
提
供
元
企
業

課題・データ
提供

課題の解決策
の提供

国
内
大
学
・
高
専
・
専
門
学
校

民
間
教
育
機
関
・
企
業
等

海
外
民
間
教
育
機
関
、
海
外
大
学

ケーススタディを中心とした
「実践的な学びの場」を提供

導入ナレッジの育成
(online/offline)

対象企業の募集

マッチング

• 実装まで踏み込んだデータ付き教材の作成
• 講師の依存しないコミュニティでの学び合い

• 該当課題を持つ企業のみを募集
• 現場導入ナレッジを企業側も学べる環境

対象課題
の特定

ノウハウの
形式知化
・学び合い

施策
イメージ

(Appendix) 地域中小企業支援事業⑤ －経済産業省「AI Quest受講生と課題を持
つ中小企業とのマッチング」

AI・データサイエンスをビジネスに応用していく実践的なスキルを持つ人材は、教える側に回ること
が少なく、育成の場は限定的。講師に依存しない学びの仕組みの構築が必要。
このため、AI導入により生産性が飛躍的に向上する業種・工程の「課題」を対象に、データ収集・分
析から現場導入ノウハウを形式知化。人材コミュニティでの学び合いや、企業との協働を通して育成
していく。
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(Appendix) 地域企業事例 －株式会社ロジカル（北海道北見市）

※西野委員提供資料より抜粋
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本日の論点

1

企業・団体が継続的に高度デジタル人材を送り出す
インセンティブとは

2

3

Transformationをするために地域中小企業が必要と
する人材とは

4

高度デジタル人材にとってのインセンティブとは

高度デジタル人材が仲介役や地域中小企業に求める
こととは

論点 議論いただきたい観点

企業成長を伴走支援する上で、必要となるサポート
及びサポートを提供する人材像について

地域中小企業の支援という実践の場に人材を送り出
すことで期待される送り出し企業・団体にとっての
インセンティブについて

兼業・副業で人材を送り出す上で、事前に準備をし
ておいて欲しい事項（企業情報の提供・ワークス
ペース等の環境整備等）について

地域中小企業と高度デジタル人材を仲介するために
必要な機能や、各機能を実行する仲介役として期待
される機関について

兼業・副業で地域中小企業の支援を行うことで、期
待される企業人材とフリーンランスにとってのイン
センティブについて

5
高度デジタル人材が持続的に地域中小企業を支援し
続けられる仕組みを構築するに当たって必要な仲介
機能（担い手・仲介方法等）とは

地域中小企業と高度デジタル人材のマッチングを行
う上で、仲介機関が必要とする高度デジタル人材及
び地域中小企業等に関する情報について

6 効率的にマッチングを行うために必要な情報とは
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1. 本検討会の趣旨と論点

2. 高度デジタル人材の需要に関する検討

3. 高度デジタル人材の供給に関する検討

4. 地域中小企業と高度デジタル人材のマッチングの仕組みの検討

5. 効率的にマッチングを行うために必要な情報の検討
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現在、中小企業の８割以上がデジタル化に取り組んでおり、その大半がコロナ禍以前から取り組みを
始めています。

中小企業におけるデジタル化の現状① ーデジタル化の取組み状況

出典：Salesforce「2021年版中小企業デジタル化実態調査レポート」

8.4％

291人

17.5％

610 人

57.3％

1995 人

16.9％

588 人

コロナをきっかけに取り組みを始めた

コロナをきっかけに取り組みを加速させた

以前より進めている

取り組んでいない

デジタル化への取り組み状況
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352 

265 

640 

1,256 

3,568 

0 500 1,000 1,500 2,000 2,500 3,000 3,500 4,000

必要性を感じていない

金融機関や士業などの支援機関から指摘があったため

法規制に対応するため

取引先から要請・要望があったため

経営課題の解決、経営目標の達成のため

７割以上の企業がデジタル化の必要性を感じたきっかけを「経営課題の解決、経営目標の達成のた
め」と回答しており、デジタル化の取組みにあたり重視している項目として、「⑨業務プロセスの効
率化(27.3%)」、「①新しい事業・サービスの創出(13.0%)」、「⑧生産プロセスの改善(10.3%)」が上
位に挙げられています。

中小企業におけるデジタル化の現状② －デジタル化の目的

出典：経済産業省「令和2年度中小企業のデジタル化に関する調査に係る委託事業報告書」

デジタル化の必要性を感じたきっかけ(複数回答) 
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225

183

506

1001

1357

1917

1939

2234

「経営課題の解決、経営目標の達成をきっかけにデジタル化を検討する中小企業が多い一方で、デジ
タル化の課題として「明確な目的・目標が定まっていない」が上位に挙げられています。
その一因として、「デジタル化の取組全体を統括できる人材」を十分に確保できていないことが考え
られます。

中小企業におけるデジタル化の現状③ －デジタル化の課題

デジタル化の推進に向けた課題(複数回答) IT人材の確保状況

7.7%

5.4%

3.6%

45.7%

37.7%

41.2%

46.6%

57.0%

55.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ITツール・システムを保

守・運用できる人材

ITツール・システムを

企画・導入・開発でき…

デジタル化の取り組み全

体を統括できる人材

確保できている(3人以上) 確保できている(1-2人)

確保できていない

アナログな文化・価値観が定着している

明確な目的・目標が定まっていない

組織のITリテラシーが不足している

長年の取引慣行に妨げられている

資金不足長年の取引慣行に妨げられている

活用したいITツールがない

部門間の対立がある

その他

出典：経済産業省「令和2年度中小企業のデジタル化に関する調査に係る委託事業報告書」
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中小企業の支援機関による対応は、専門的知見の提供はなされているものの、企業成長を支える”営
業・販路開拓”、”技術・研究開発”、”人材”といったテーマでは不十分であることが推察されます。

中小企業におけるデジタル化の現状④ －中小企業支援の現状

出典：野村総合研究所「中小企業支援機関の在り方に関する調査に係る委託事業報告書」

支援機関の区分別の経営課題への対応状況
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副業解禁、テレワーク(リモートワーク)の推進等によって、働き方が多種多様化しています。

(Appendix) 多様化する働き方

※フリーランス協会「フリーランス白書2020」より抜粋
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地域中小企業が外部人材活用を行う際の雇用形態としては、常勤雇用(在籍型出向)、副業・兼業、在籍
型出向(社外インターン)の主要なパターンとして３パターンが考えられます。

(Appendix) 多様化する働き方

常勤雇用
(転籍型出向)

在籍企業を辞め、
職業紹介事業者経由で、
受入企業へ参画(入社)

副業・兼業

業務委託契約に基づいて、
自身のノウハウを活かして、

複数の就業先に従事

在籍型出向
(社外インターン)

企業間の出向契約に基づき、
人材育成等を目的として、
受入企業(出向先)に参画

雇用契約雇用契約業務委託契約雇用契約雇用契約
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高度デジタル人材の需要に関するディスカッション

1

企業・団体が継続的に高度デジタル人材を送り出す
インセンティブとは

2

3

Transformationをするために地域中小企業が必要と
する人材とは

4

高度デジタル人材にとってのインセンティブとは

高度デジタル人材が仲介役や地域中小企業に求める
こととは

論点 議論いただきたい観点

企業成長を伴走支援する上で、必要となるサポート
及びサポートを提供する人材像について

地域中小企業の支援という実践の場に人材を送り出
すことで期待される送り出し企業・団体にとっての
インセンティブについて

兼業・副業で人材を送り出す上で、事前に準備をし
ておいて欲しい事項（企業情報の提供・ワークス
ペース等の環境整備等）について

地域中小企業と高度デジタル人材を仲介するために
必要な機能や、各機能を実行する仲介役として期待
される機関について

兼業・副業で地域中小企業の支援を行うことで、期
待される企業人材とフリーンランスにとってのイン
センティブについて

5
高度デジタル人材が持続的に地域中小企業を支援し
続けられる仕組みを構築するに当たって必要な仲介
機能（担い手・仲介方法等）とは

地域中小企業と高度デジタル人材のマッチングを行
う上で、仲介機関が必要とする高度デジタル人材及
び地域中小企業等に関する情報について

6 効率的にマッチングを行うために必要な情報とは
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1. 本検討会の趣旨と論点

2. 高度デジタル人材の需要に関する検討

3. 高度デジタル人材の供給に関する検討

4. 地域中小企業と高度デジタル人材のマッチングの仕組みの検討

5. 効率的にマッチングを行うために必要な情報の検討



26

これまでに兼業・副業の経験のある人は15.0%であり、今後実施意向のある人も含めると約６割が関心
を持っています。

外部人材供給の現状① －人材の兼業・副業へのニーズ(1)

兼業・副業の実施状況

9.8％

5.2％

41.8％

3.0％

40.3％

兼業・副業実施中

今後の意向あり／過去に兼業・副業経験あり

今後の意向あり／過去に兼業・副業経験なし

今後の意向なし／過去に兼業・副業経験あり

今後の意向なし／過去に兼業・副業経験なし

出典：リクルートキャリア「兼業・副業に関する動向調査」(2020)
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兼業・副業に関心を持った理由としては、自律的なキャリア形成に関する項目が最も多く挙げられて
います。

外部人材供給の現状① －人材の兼業・副業へのニーズ(2)

兼業・副業を実施してみたいと思ったきっかけ（複数回答)

0.5%

1.4%

3.0%

3.9%

4.6%

5.0%

5.3%

5.3%

6.0%

8.7%

11.9%

11.9%

13.3%

13.5%

14.7%

14.9%

19.7%

25.7%

上司からの勧め

取引先の人に頼まれた

会社から兼業・副業のやり方等のアドバイスがあった

家族からの勧め

友人・知人に頼まれた

職場で話題になった

SNSで話題になった

会社から兼業・副業制度の説明があった

ビジネスサイトや求人関連のサイト・アプリで見かけた

友人・知人との会話で話題になった

検索サイト・ニュースサイト・ニュースアプリで見か…

すでに兼業・副業をしている人が身近にいた

テレワークなどの働き方の変化で時間ができた

ライフスタイルの変化により時間ができた

転職・独立を考えていた

働き方改革により時間ができた

テレビ・新聞・雑誌でニュース記事を見かけた

自分のキャリアを見つめ直した

出典：労働政策研究・研修機構「多様な働き方の進展と人材マネジメントの在り方に関する調査(企業調査・労働者調査)」(2018)
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兼業・副業を望む理由としては、収入を増やしたいが最も多いですが、自律的なキャリア形成に関す
る項目も多く挙げられています。

外部人材供給の現状① －人材の兼業・副業へのニーズ(3)

副業・兼業を望む理由3つまで（複数回答)

2.7%

3.9%

0.6%

0.7%

9.7%

10.0%

12.9%

36.6%

41.7%

53.5%

85.1%

無回答

その他

職場の上司や同僚が副業・兼業をはじめたから

仕事を頼まれ、断り切れなかったから

時間にゆとりができたから

起業したいから

転職したいから

組織外の知識や技術を積極的に取り込むため(オープ…

様々な分野における人脈を構築したいから

自分が活躍できる場を広げたいから

収入を増やしたいから

出典：労働政策研究・研修機構「多様な働き方の進展と人材マネジメントの在り方に関する調査(企業調査・労働者調査)」(2018)
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兼業・副業に関心を持つ人材を対象としたアンケートでは、地域中小企業での活動(ふるさと副業)への
関心も高く、ふるさとCo-LEADのような取組みへのニーズの高さを伺えます。

外部人材供給の現状② －人材の地域企業への関心

ふるさと副業への興味
[兼業・副業実施中＋実施意向あり]

ふるさと副業への興味
[兼業・副業実施中＋実施意向なし］

29.5%

47.1%

15.5%

5.1% 2.8%

非常に興味がある 興味がある

どちらともいえない 興味がない

29.5%

25.4%

20.2%

19.9%

4.9%

非常に興味がある 興味がある

どちらともいえない 興味がない

ふるさと副業に興味がある理由 ふるさと副業に興味がある理由

2.4%

8.4%

27.3%

27.8%

68.3%

その他

UIJターンを検討するきっかけにしたいから

地域問わず、地方創生に興味があるから

自分に関わりのある地域に貢献したいから

兼業・副業自体に興味があるから

4.0%

6.3%

15.1%

33.3%

61.1%

出典：リクルートキャリア「兼業・副業に関する動向調査」(2020)
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兼業・副業を認めている企業の目的を見ると、こちらも収入増が最も多いですが、キャリア開発やリ
テンションを目的とした項目も多く挙げられています。

外部人材供給の現状③ －人材を送り出す企業の狙い

リテン
ション

福利厚生

キャリア
開発

本業への
波及

リテン
ション

本業への
波及

キャリア
開発

副業・兼業を許可している理由(検討を含む)(複数回答)

4.1%

12.7%

4.3%

14.7%

15.8%

27.6%

31.4%

31.7%

53.6%

無回答

その他

同業他社が副業・兼業の許可をはじめたから

様々な分野における人脈を構築するため

組織外の知識や技術を積極的に取り込むため…

従業員の視野の拡大や能力開発につながるため

従業員のモチベーションの維持・向上につなが…

従業員が活躍できる場を広げるため

従業員の収入増加につながるため

出典：労働政策研究・研修機構「多様な働き方の進展と人材マネジメントの在り方に関する調査(企業調査・労働者調査)」(2018)
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実際に兼業・副業の制度のある企業では、リテンションや能力開発に効果があったと回答する企業が
多くなっています。

外部人材供給の現状④ －人材を送り出す効果（１）

兼業・副業の人事制度の効果／期待(複数回答)

出典：リクルートキャリア「兼業・副業に関する動向調査」(2020)

4.8%

6.6%

10.1%

18.2%

18.7%

20.2%

20.5%

24.7%

25.3%

30.8%

33.8%

35.9%

44.4%

47.5%

わからない

特に効果は実感していない(制度あり回答者のみ)

競合企業との差別化につながった

自社の組織文化や風土の変革につながった

多様な人材の活躍推進につながった

イノベーションの促進や新規事業開発につながった

外部人材の採用がやりやすくなった

従業員の自律性が発揮されるようになった

従業員の社外ネットワークが形成された

働き方改革が促進された

従業員のスキル向上や能力開発につながった

従業員の定着率の向上、継続雇用につながった

従業員の収入増につながった

従業員のモチベーションが向上した
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また、兼業・副業の制度がある企業では、兼業・副業の経験が本業への還元があったと回答した企業
も半数を超えています。

外部人材供給の現状④ －人材を送り出す効果（２）

14.1%

38.9%29.8%

6.8%

5.8%
4.5%

本当に還元できていると思う

どちらかというと本業に還元できていると思う

どちらともいえない

どちらかというと本業に還元できていないと思う

本業に還元できていないと思う

わからない

出典：リクルートキャリア「兼業・副業に関する動向調査」(2020)

従業員が兼業・副業を行って得た経験の本業への還元
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一方で、兼業・副業を許可していない企業では、労務管理上の懸念が大きいことがわかります。

外部人材供給の現状⑤ －人材の送り出しに係る企業の課題

労務管理

労務管理

労務管理

組織マネジ
メント

組織マネジ
メント

経営方針

経営方針

6.2%

2.7%

10.7%

20.2%

28.4%

31.4%

35.2%

45.3%

82.7%

無回答

その他

経営トップの理解が得られない

組織としての統率力が弱まる懸念がある

人材の流出につながる懸念がある

組織内の知識や技術の漏洩が懸念されるため…

職場の他の従業員の業務負担が増大する懸念があるため

労働時間の管理・把握が困難になる

過重労働となり、本業に支障をきたすため

副業・兼業を許可しない理由(複数回答、単位＝％【企業調査】

過重労働となり、本業に支障をきたすため

労働時間の管理・把握が困難になる

職場の他の従業員の業務負担が増大する懸念があるため

組織内の知識や技術の漏洩が懸念されるため
(企業としてクローズド・イノベーションを重視)

人材の流出につながる懸念がある

組織としての統率力が弱まる懸念がある

経営トップの理解が得られない

その他

無回答

出典：労働政策研究・研修機構「多様な働き方の進展と人材マネジメントの在り方に関する調査(企業調査・労働者調査)」(2018)
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高度デジタル人材の供給に関するディスカッション

1

企業・団体が継続的に高度デジタル人材を送り出す
インセンティブとは

2

3

Transformationをするために地域中小企業が必要と
する人材とは

4

高度デジタル人材にとってのインセンティブとは

高度デジタル人材が仲介役や地域中小企業に求める
こととは

論点 議論いただきたい観点

企業成長を伴走支援する上で、必要となるサポート
及びサポートを提供する人材像について

地域中小企業の支援という実践の場に人材を送り出
すことで期待される送り出し企業・団体にとっての
インセンティブについて

兼業・副業で人材を送り出す上で、事前に準備をし
ておいて欲しい事項（企業情報の提供・ワークス
ペース等の環境整備等）について

地域中小企業と高度デジタル人材を仲介するために
必要な機能や、各機能を実行する仲介役として期待
される機関について

兼業・副業で地域中小企業の支援を行うことで、期
待される企業人材とフリーンランスにとってのイン
センティブについて

5
高度デジタル人材が持続的に地域中小企業を支援し
続けられる仕組みを構築するに当たって必要な仲介
機能（担い手・仲介方法等）とは

地域中小企業と高度デジタル人材のマッチングを行
う上で、仲介機関が必要とする高度デジタル人材及
び地域中小企業等に関する情報について

6 効率的にマッチングを行うために必要な情報とは
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1. 本検討会の趣旨と論点

2. 高度デジタル人材の需要に関する検討

3. 高度デジタル人材の供給に関する検討

4. 地域中小企業と高度デジタル人材のマッチングの仕組みの検討

5. 効率的にマッチングを行うために必要な情報の検討
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地域中小企業と高度デジタル人材のマッチングを行うためには、地域中小企業とのネットワーク・企
業課題の把握といった企業理解と、高度デジタル人材のスキル把握の両面を把握することが求められ
ます。

地域中小企業と高度デジタル人材のマッチングの仕組み

高度デジタル人材の需要

地域中小企業

高度デジタル人材の供給

大企業

教育機関
（大学・高専等）

フリーランス

資格団体
（ ITコーディネータ協会等）

コミュニティ
（一般社団法人未踏等）

地域中小企業と高度デジタル人材の仲介

自治体

地域金融機関

よろず支援拠点

民間人材事業者

プロフェッショナル
人材拠点

商工会議所

地域企業
（コンサル等）
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高度デジタル人材を地域の関係人口としてプールした上で、地域中小企業とマッチングを行うことで、
単発の支援ではなく、地域との継続的な関係性を築くことが期待されます。高度デジタル人材が持続
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機能させることが重要と考えられます。そこで、エコシステムに求められる役割と、役割に応じた担
い手の案を下図に示します。
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地域中小企業と高度デジタル人材を仲介する仕組み(担い手・仲介方法)
に関するディスカッション

1

企業・団体が継続的に高度デジタル人材を送り出す
インセンティブとは

2

3

Transformationをするために地域中小企業が必要と
する人材とは

4

高度デジタル人材にとってのインセンティブとは

高度デジタル人材が仲介役や地域中小企業に求める
こととは

論点 議論いただきたい観点

企業成長を伴走支援する上で、必要となるサポート
及びサポートを提供する人材像について

地域中小企業の支援という実践の場に人材を送り出
すことで期待される送り出し企業・団体にとっての
インセンティブについて

兼業・副業で人材を送り出す上で、事前に準備をし
ておいて欲しい事項（企業情報の提供・ワークス
ペース等の環境整備等）について

地域中小企業と高度デジタル人材を仲介するために
必要な機能や、各機能を実行する仲介役として期待
される機関について

兼業・副業で地域中小企業の支援を行うことで、期
待される企業人材とフリーンランスにとってのイン
センティブについて

5
高度デジタル人材が持続的に地域中小企業を支援し
続けられる仕組みを構築するに当たって必要な仲介
機能（担い手・仲介方法等）とは

地域中小企業と高度デジタル人材のマッチングを行
う上で、仲介機関が必要とする高度デジタル人材及
び地域中小企業等に関する情報について

6 効率的にマッチングを行うために必要な情報とは
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1. 本検討会の趣旨と論点

2. 高度デジタル人材の需要に関する検討

3. 高度デジタル人材の供給に関する検討

4. 地域中小企業と高度デジタル人材のマッチングの仕組みの検討

5. 効率的にマッチングを行うために必要な情報の検討
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高度デジタル人材の見える化においては、見える化の対象として、論点①で議論した内容に加えて、
地域中小企業が専門人材と協業する上で求める条件を加味する必要があります。
下記調査では、「専門性・スキル」以上に「対人関係力・コミュニケーション力」や「意欲」といっ
たものが求められていることが分かります。

専門人材に求める条件

出典：復興庁「企業間専門人材派遣支援フォローアップ事業報告書」(2020)
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「地域人材ネット（地域力創造アドバイザー）」では、取組み分野、氏名、活動地域、属性で一覧化
した上で、個人ページにて、略歴や実績、取組みの詳細について成果や工夫した点や苦労した点にも
触れながら紹介しています。

専門人材の見える化の事例① ー総務省「地域人材ネット
（地域力創造アドバイザー）」

出典：総務省「地域人材ネット（地域力創造アドバイザー）HP」より抜粋
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全国地域情報化推進協会「地域情報化アドバイザー」では、対応分野、顔写真、氏名・所属で一覧化
した上で、個人ページにおいて、経歴や専門分野の概要、当該分野における業務・研究実績の概要を
紹介しています。

出典：一般財団法人全国地域情報化推進協会「地域情報化アドバイザー一覧令和３年度HP」より抜粋

専門人材の見える化の事例② ー全国地域情報化推進協会「地域情報化
アドバイザー」
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副業による外部プロ人材のマッチングを行っているサーキュレーションでは、専門人材をスキル、
キャリア、実績に加え、志向性、性格、ネットワークについてもアセスメントを行いデータベース化
してサービス提供を行っています。また、個人の事例紹介では、実績だけでなく、パーソナリティー
が分かる記事や第三者によるコメントも掲載されています。

出典：株式会社サーキュレーションHPより抜粋

専門人材の見える化の事例③ ー株式会社サーキュレーション
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効率的にマッチングを行うために必要な情報に関するディスカッション

1

企業・団体が継続的に高度デジタル人材を送り出す
インセンティブとは

2

3

Transformationをするために地域中小企業が必要と
する人材とは

4

高度デジタル人材にとってのインセンティブとは

高度デジタル人材が仲介役や地域中小企業に求める
こととは

論点 議論いただきたい観点

企業成長を伴走支援する上で、必要となるサポート
及びサポートを提供する人材像について

地域中小企業の支援という実践の場に人材を送り出
すことで期待される送り出し企業・団体にとっての
インセンティブについて

兼業・副業で人材を送り出す上で、事前に準備をし
ておいて欲しい事項（企業情報の提供・ワークス
ペース等の環境整備等）について

地域中小企業と高度デジタル人材を仲介するために
必要な機能や、各機能を実行する仲介役として期待
される機関について

兼業・副業で地域中小企業の支援を行うことで、期
待される企業人材とフリーンランスにとってのイン
センティブについて

5
高度デジタル人材が持続的に地域中小企業を支援し
続けられる仕組みを構築するに当たって必要な仲介
機能（担い手・仲介方法等）とは

地域中小企業と高度デジタル人材のマッチングを行
う上で、仲介機関が必要とする高度デジタル人材及
び地域中小企業等に関する情報について

6 効率的にマッチングを行うために必要な情報とは


